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社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会第９回物流小委員会及び 

交通政策審議会交通体系分科会物流部会第５回物流体系小委員会合同会議 

平成２７年９月２９日 

 

 

【谷口物流政策課企画官】  それでは、定刻となりましたので、ただいまから第９回物

流小委員会及び第５回物流体系小委員会の合同会議を開催いたします。 

 委員の皆様方には、大変お忙しいところお集まりいただきまして、誠にありがとうござ

います。本日の小委員会は、物流小委員会、物流体系小委員会における審議の中間取りま

とめにおいて秋以降の検討事項とされたもののうち、物流事業者の国際競争力の強化に関

し、関係事業者の皆様、団体の皆様からヒアリングを予定しております。 

 まず、お手元の資料を確認させていただきます。本日の資料は、議事次第の次の「配付

資料一覧」に列挙しているとおりでございます。もし配付漏れ等がございましたら、挙手

にてお知らせください。 

 また、両部会の運営規則により、この合同会議につきましては、原則として議事、議事

録の公開をすることとなっており、議事録は委員の皆様のご確認をいただいた後に、会議

資料とともにホームページで公開することとなっております。 

 なお、本日は物流小委員会の委員総数５名中２名、物流体系小委員会の委員総数５名中

３名がご出席され、定足数を満たしておりますので、本委員会は有効に成立しております。 

 なお、兵藤委員におかれましては、業務のご都合により途中退席なさいますので、あら

かじめご報告させていただきます。 

 それでは、報道関係の皆様におかれましては、事前にお知らせしておりますとおり、こ

れより先はカメラ撮影についてはご遠慮いただきますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、この後の進行につきましては根本委員長にお願いいたします。 

 よろしくお願いいたします。 

【根本委員長】  本日は議事１、物流事業者の国際競争力の強化に向けた施策について、

事務局から国交省の取組についてお伺いします。その後、関係者からのヒアリングを行い

ます。ヒアリングについては、物流事業者の国際競争力強化に向けた取組について、日本

通運様、ＳＧホールディング様、物流機材の標準化について日本パレット協会様からお話
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しいただきます。 

 ご説明いただく前に、今日お越しいただいた方々をご紹介申し上げます。日本通運株式

会社海外管理部長、橋本様。 

【橋本様】  橋本でございます。よろしくお願いします。 

【根本委員長】  ＳＧホールディングス総務部ゼネラルマネジャー、松本様。よろしく

どうぞ。 

【松本様】  松本でございます。よろしくお願いいたします。 

【根本委員長】  日本パレット協会主任研究員、永井様です。 

【永井様】  永井でございます。よろしくお願いいたします。 

【根本委員長】  ３名の方々から、それぞれ１０分程度お話をいただきまして、その質

疑応答を含め意見交換を行うということで進めていきたいと思います。はじめに、事務局

から説明をよろしくお願いいたします。 

【勝山国際物流課長】  国際物流課長をしております勝山でございます。事務局として、

国際物流に係る取組について簡単にご説明申し上げます。 

 お手元の資料１「我が国物流の海外展開について」という資料と、「ご参考資料」を使わ

せていただきます。 

 お手元の資料１をお開きください。１ページでございます。ここに我が国物流システム

の海外展開に向けた取組につきまして、一覧的に整理させていただいてございます。まず、

国際物流をめぐる状況、そして目指すべき方向、施策の方向性についてまとめてございま

す。国際物流をめぐる状況につきましては、ご案内のとおりかもしれませんが、我が国産

業のアジア諸国への事業が拡大していること。そして、経済成長を背景としたアジアにお

ける貨物量が増大していること。こうしたことを背景に、我が国物流事業者の海外展開が

進んでおります。 

 そこで、目指すべき国際物流政策の方向性といたしまして、ここに３つまとめてござい

ます。海外進出している我が国産業の国際競争力の強化。アジアにおいて増大する物流需

要の取り込みによる日系物流事業者の成長を通じた我が国経済成長への貢献。そして、ア

ジア物流圏の効率化を通じたアジアの経済成長への貢献、ということでございます。 

 これを受けた形で、施策の方向性といたしまして、ハード・ソフト両面から海外展開の

促進に向けた、我が国物流事業者の海外展開の促進に向けた環境整備を図っていこうとい

う施策を講じているところでございます。 
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 これまでのところは、２年前の総合物流施策大綱、そして先日の物流部会中間取りまと

めにおいても整理しているところでございます。 

 具体的な取組につきまして、現在行っていることをご案内申し上げますと、１ページ目

の下のほうの青色の５つの四角に整理してございますような取組を行ってございます。制

度改善に向けた働きかけ。先駆的な取組の支援。現地人材育成事業、物流関連インフラの

整備。物流機材の標準化等。といったことでございますが、その下に書いてあります具体

的な項目が内容になるわけでございます。この中で主なものとして、２ページ以降でご案

内申し上げる形で現在の取組をご案内申し上げます。 

 ２ページ目でございますが、「日ＡＳＥＡＮ物流対策対話・ワークショップ」でございま

す。制度改善に向けた働きかけの主な取組の一つでございます。これは民間、企業レベル

ではなかなか困難な内容を、国として相手国政府とコミュニケーションするという枠組み

でございます。物流政策対話と簡単に呼んでございますけれども、これまでこうしたこと

を取り組んでおります。平成２６年度は、ベトナムとミャンマーにおいて開催いたしまし

た。その様子は資料２ページのところに、日ベトナム物流政策対話概要。そして、日ミャ

ンマー物流政策対話ワークショップ概要という形でまとめてございます。今年度につきま

しては、ラオス、カンボジア、マレーシアで実施する予定となってございます。 

 具体的には、ミャンマーについてご案内申し上げようと思いますけれども、３ページ目

の次の施策と絡み合っておりますので、そちらに進行する形でご案内申し上げたいと思い

ます。 

 ３ページ目が、「先駆的な取組の支援」の代表的な取組でございまして、物流パイロット

事業というものを行ってございます。これは、国の実証事業という形で民間の物流事業者

のご協力をいただきながら、民間の方々ではなかなかリスクが高いという事業につきまし

て、先駆的な取組を、一定の支援をする形をとって事業を展開してございます。平成２６

年度は、ミャンマーにおける貨物鉄道へのモーダルシフト。そして、東西経済回廊におけ

るトラック輸送とベトナム鉄道を活用した複合一貫輸送。最後に、ＡＳＥＡＮ地域クロス

ボーダー国際宅配輸送という、３つの事業を行ってございます。 

 ここでは、一番左のミャンマーにおける貨物鉄道へのモーダルシフトをご案内したいと

思います。詳細は、後ほど参考の資料で見ていただくことにしていますが、かいつまみま

すと、ミャンマーのトラック輸送においていろいろな交通渋滞などの状況を改善するため、

鉄道貨物、コンテナ輸送を初めて取り組みたいということを実行に移したものでございま
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す。ミャンマー、マンダレー間という６００キロにもわたる距離をコンテナ貨物、鉄道輸

送を行ってみたというものでございます。ここでわかった内容につきまして、先ほどの２

ページに戻りますが、ミャンマー物流政策対話というところで議論の俎上に乗せて政府、

国レベルでコミュニケーションを図っているというやり方で、物流事業者が新しく開始す

る事業展開につきまして、政府レベルで支援を行っているものでございます。 

 先へ進ませていただきます。５ページ目、こちらは先ほどの四角でいきますと、人材育

成に係る取組でございます。平成２６年度は、ベトナムにおきまして２つの大学において

佐川さんのご協力をいただき、講義、実習など行わせていただいてございます。こちらに

つきましては、例えばここで言うと、右側にホーチミン交通大学における取組があります

が、これは今年度におきまして大学のほうから単位化したいという要請もあり、さらに事

業が拡大していく方向だと認識しているところでございます。 

 次に進ませていただきます。６ページ目でございますが、こちらは日中韓物流大臣会合

の取組についてのご案内でございます。冒頭の施策の体系の中でいきますと、物流機材の

標準化等に関する一つの例ということを申し上げたいために設けたものでございます。東

アジアのシームレス物流を図るために、平成１８年以来、日中韓三国間で大臣会合という

枠組みを継続して行ってきてございます。直近では平成２６年８月に日本で開催いたしま

した。６ページの資料の真ん中左にあるような、これまでの取組を拡大していこうではな

いかという合意などがなされております。 

 例えば、日韓でシャーシの相互通行を拡大しようではないか。それから、標準化された

パレットの普及促進を図ろうではないか。そして、ニール・ネット、北東アジア物流情報

ネットワークシステムでございますけれども、こちらの対象港湾を拡大していこうではな

いか、というようなことが合意されまして、具体的に取組を進めているところでございま

す。 

 ７ページにもう少し細かく内容を書いてございますが、ここでは真ん中のパレットにつ

きまして少しご案内申し上げますと、既に日中韓の取組により、それぞれの国でパレット

の一定の国家規格がなされておりますけれども、さらに今後の取組といたしまして、繰り

返し利用に向けた実証事業を行っていこうではないか。これは後ほど、今日のヒアリング

であるかもしれませんが、韓国との関係でリターナブルユースの取組をしていこうではな

いかということを進めていこうと考えてございます。 

 以上、簡単ではございますが、資料１のご説明とさせていただきます。最後に、「ご参考
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資料」というところを少し眺めていただきたいと思います。特に昨今では、国際物流に関

しては日系物流事業者が競争力強化ということが課題になってございまして、その前提と

して、１２ページでございますけれども、日系物流事業者の強み、弱みを昨年度、整理し

てございます。日系物流事業者の強みは、荷主の要望への対応力・柔軟性。きめ細やかで

丁寧なサービス。小口の配送までやりきる点。こうした点が整理されました。一方で、課

題といたしまして、価格競争力。荷主に対する戦略的な提案力。外資系荷主からの認知度。

人材育成ですね、現地人材も含めマネジメント層をはじめとする優秀な人材の確保・育成。

こうした課題があるという整理がなされております。 

 こうしたことを踏まえ、今般の物流部会で検討の視点に挙がっております国際物流分野

については、国際競争力の強化に向けた施策を掘り下げて探求していく必要があるという

認識を抱いているところでございます。 

 簡単ではございますが、私からは以上でございます。 

【根本委員長】  ありがとうございました。ただいまのご説明にご質問のある方はご発

言をお願いいたします。いかがでしょうか。あとでパレットの標準化の話もありますので、

それでは、ヒアリングに入って、また戻って国際物流政策の施策についてもご質問いただ

きたいと思います。 

 それでは、最初に日本通運株式会社海外管理部長、橋本様よりご説明をお願いいたしま

す。 

【橋本様】  ご紹介いただきました日本通運の橋本でございます。私は海外管理部とい

うところで、海外事業全般の管理を担当させていただいております。本日はこのような機

会をいただきまして、大変ありがとうございます。 

 それでは、早速説明に入らせていただきます。１ページ目です。これは当社の海外事業

展開を６０年代に開始したのでございますが、簡単にまとめております。特徴的なのは、

やはり日系のお客様の海外事業展開とともに私どもの海外事業を伸ばしてまいりましたの

で、そこに連動しているという点。それから、特に９０年代後半から中国、２０００年に

入ってから南アジアへと、生産拠点の海外移転が非常に多くなった。その結果、アジア圏

での購買力も高まった結果、今では生産拠点としてだけでなく、消費地としてのアジアと

いうものが注目されているという時代になってまいりました。それに従って、今後の私ど

もの海外展開を考えていかないといけないだろうと考えております。 

 続いて２ページ目は、若干、宣伝も含めて書かせていただきました。今、私どもは海外
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では４２カ国、２万人を超える従業員が働いています。国内が４万人弱ですので、大体、

規模感としては国内の半分ぐらいの陣容が海外で働いている段階でございます。 

 もう１ページめくっていただきまして、先ほどから申し上げている近年の主な傾向をひ

とまとめにさせていただきました。一つめは、繰り返しになりますが、アジアが生産地と

してのみならず消費地としても主戦場となっているという実態でございます。２つ目、グ

ローバルで活躍する日系のお客様。この産業や業種が、以前の自動車や電機・電子、ある

いは機械等の産業のお客様に加えて、昨今は食品飲料ですとか衛生品、あるいは化粧品な

どの生活雑貨類。あるいは、鉄や化学品などの素材系。それから、コンビニエンスストア

等の流通。このように、非常に業種が多様化してきたということが特徴かと思います。３

番目は、新たな流通チャンネルとしてのｅコマース。こういうものが非常に速いスピード

で展開が始まっていると考えています。このような傾向に従って、私どもとしての今後の

海外戦略を立てていくということでございます。 

 ４ページ目に移っていただきまして、現在の当社のポジショニングということで、欧米

の特にメガフォワーダーとの比較をいたしました。縦軸が売り上げでございます。横軸は

ＥＢＩＴＤＡですから、収益性の縦横でポインティングをしています。まず、売り上げで

いきますと、２兆円弱のところに青いところで、Ｎｉｐｐｏｎ Ｅｘｐｒｅｓｓとしており

ます。その上のほうにＤＨＬ。ＤＨＬがグローバルフォワーディング、それからＤＨＬの

サプライチェーン。それからＤＢ Ｓｃｈｅｎｋｅｒ、Ｋｕｅｈｎｅ＋Ｎａｇｅｌと。この

辺が競争相手としてありますので、この青いポインティングを右上のほうに伸ばしていく

というのが一つの目標でございます。 

 ページをめくっていただきまして、５ページです。具体的にこれからの海外事業戦略と

して２つ、大きな柱を挙げております。一つは、これも繰り返しですが、アジアを主戦場

とした事業拡大ということ。それから、非日系企業への取組強化ということでございます。

まず、左側のアジアの事業についてですが、大きく上２つですね。まず、アジア域内の輸

送網、配送網を日本国内と同様に張り巡らせていくということでございます。その場合は、

トラックに限定せず鉄道、ＲＯＲＯ船等、今あまりアジアの域内で活用されていない輸送

モードを使ったものを開発していくということが一つ目でございます。２つ目は、日本で

培った産業別のノウハウですね。先ほど申し上げたようにお客様の海外展開が多様化して

おりますので、ここにきちんと対応できるように、海外でもお客様の商材に合ったサービ

スを提供させていただくということです。例えば、先ほど申し上げた鉄ですとか、あのよ
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うな鉱油の輸送などですね。あるいは化学品のタンクローリーでの扱いですとか。こうし

た商材ごとの特徴に合わせたものをきちんと移植していくというのが、大きな目標の方向

性として挙げております。 

 それから、右側の非日系企業ですね。こちらのほうは今、割合をはっきりここで申し上

げられませんが、まだまだ日系企業さんへの依存度が高いのが実態でございます。これは

海外事業でももちろん同じでございますので、何とかここの割合を少なくとも５０、５０

ぐらいには持っていきたいとは考えております。 

 もう１枚おめくりいただきまして、アジアでの物流を考えていく上で、好むと好まざる

とにかかわらず、今、中国で言っております「一帯一路」の政策。行ったものは、無視で

きないと考えております。これは繰り返しですが、好むと好まざるとにかかわらずという

ことで書いております。その中でも、１番、２番のように欧州とアジアを結ぶところ。こ

の部分と、３番の中国から南アジアに移って、西向きの赤い矢印がありますけれども、こ

こをどうやっていくのかというのが一つ。それから、もう一つは、４番目の海のほうのシ

ルクロードと言われているところをどうするかといったところでございます。 

 これの詳細を見ていきたいと思いますので、７ページ目でございます。これが先ほど申

し上げた、６ページに③で書いたところを少し拡大した絵でございます。中国の昆明、上

のほうから赤い大きな矢印でラオス、タイ、ミャンマーを通ってインド洋の方向に伸びて

おります。この大きな矢印が今後の新興地域を含めた一つの方向性はあります。それから、

もう一つは、もう少し細かく書いてある緑の線、あるいは青い線で書いている南部回廊、

東西回廊。こうしたところをどうやっていくのかというのが一つの考え方だろうと考えて

います。 

 さて、具体的な事例をお話しさせていただきたいと思います。８ページ目でございます。

まず、事例の１番はＲＯＲＯ船活用によるアセアン域内、これはアセアン域内と書いてお

りますが、実は今、東アジアを含めてＲＯＲＯ船の活用を進めております。ＲＯＲＯ船の

活用のメリットですが、単純に申し上げてシャーシを船専用のシャーシに積み替えること

なく、同じシャーシを着地と発地で走らせるようにしましょうということでございます。

その結果、積み替えのリスクや時間などの非効率がなくなります、というスキームのイメ

ージです。 

 実際に事例として、９ページ目に２つ事例を掲げました。一つは先ほど勝山課長からの

ご案内にあったとおり、日中韓物流大臣会合において取り組みました日韓間、日本と韓国
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の間でのシャーシの相互通行の開始でございます。こちらのほうは、トライアルを経て、

実際に１３年３月から実運用という形で開始しております。釜山と下関、あるいは釜山と

博多。この航路を経由して、今、具体的に動いていますのは博多あるいは釜山、下関を経

由して、九州の自動車産業さんの工場に韓国のサプライヤーからの部品を集めて持ってい

くということを、実際に運用として図っております。 

 ２番目のＲＯＲＯ船に関しては、これも国交省の物流パイロット事業として実践させて

いただきました２０１４年２月の内容でございます。こちらはシンガポールとインドネシ

アでＲＯＲＯ船の運航の実証実験を行いました。こちらのほうは、シンガポールからイン

ドネシア、インドネシアからシンガポールと双方向でそれぞれの国籍のトレーラーを、そ

れぞれの相手国で走らせるという内容でございます。こちらのほうは、まだ両国の具体的

な法整備が整っておりませんので、今後は法整備と需要を見極めながら実運用に持ってい

きたいと思っております。 

 続いて、陸路のクロスボーダーの輸送網について説明をさせていただきます。１０ペー

ジでございます。１０ページにつきましては、今、当社が運行しているクロスボーダーの

輸送網を絵として表しております。詳細はここではご説明は割愛しますけれども、絵のと

おりとご覧いただければと思います。 

 １１ページ目は、当社の域内でのネットワークを、これも宣伝半分で載せていますので、

ここの説明は割愛させていただきます。 

 １２ページ目に進みたいと思います。１２ページにつきましては、クロスボーダー輸送

の一番新しいところでございます。タイのバンコクとミャンマーのヤンゴンの間でトライ

アル調査を行って、結果、今運行に行っております。ここに載せておりますデータは、実

際のトライアル運行のときの実績を載せております。１５年の６月に行った分ですけれど

も、このときは全体、バンコクからヤンゴンまでの一方向だけですが、結果として６８時

間を要しました。ここでは実証実験の部分がございましたので、テレビ機材ですとか、そ

ういったものも一緒に行った関係で若干、待機時間が多くなったということがございます

けれども、今は３０時間程度で運行がなされるようになりました。 

 こちらのほうは、ミャンマー側の道路のインフラ整備が今年の夏から非常によくなりま

したので、それで飛躍的にスピード、効率が上がっております。そういう意味では、今は

３０時間程度のリードタイムで結べるようになっておりますので、主にタイからミャンマ

ーという片荷状況ではございますけれども、これも進めてまいりたいと思っております。 
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 さて、そういった中で事例４ということで、１３ページをご覧いただきたいと思います。

上のほうがアセアンの経済統合の状況でございます。下の表がcross-border transport 

agreementの進捗状況ということでございます。ＡＥＣの状況のポイントの一つは、３段目

にある「サービス取引の自由化」の中で、物流サービスに対する外資規制がどうなってい

くかというところが一つのポイントです。それから一番下のＡＳＷですね。アセアンシン

グルウィンドー。こういった輸出入の手続がどう進化をしていくのかというところが、ポ

イントになろうかと思います。 

 下のほうのＣＢＴＡは、こちらも一番上にシングルウィンドー、それからシングルスト

ップとなっていますけれども、これの手続き関係。それから、通過国であるトランジット

の通関制度。それから、トラックの総合通行許可と。この辺がどう進捗していくのかとい

うのをきちんと注視をしてまいりたいと思っております。 

 もう１ページめくっていただきまして、１４ページでございます。こちらは当社におけ

るアジアの物流機能の向上。特に、人材の育成に関してのＣＳＲ的な活動も含めての報告・

ご説明でございます。社外に対する展開としては、今、アジアの北京におきまして、当社

の奨学金を設立しまして、物流業界でグローバルに活躍できる人材の育成をするというこ

とを行っております。ミャンマーでは寺子屋、これは完全なＣＳＲ的な活動でございます

が、そういったことも支援をさせていただきました。それから同じくミャンマーですが、

ＭＩＦＦＡですね。ミャンマーフレイトフォワーディング協会から要請をいただきまして、

フォークリフトのオペレーション講習。実際にパレットの活用自体が進んでおりませんの

で、どこまでフォークリフトがこれから普及するかはもう少し注視が必要ですけれども、

こういったことも行ってまいりたいと思っております。社内の取組は、社内の取組ですの

で、フォークリフト、トラック運転、引っ越し作業。こういったものを自社の取組として

行っております。 

 最後に１５ページから１７ページまでは、見えてきた課題ということで、５点を挙げて

おります。通関。クロスボーダー輸送、インフラ。３つ目が外資規制。セキュリティー対

策。最後に人材育成ということでございます。 

 １６ページ、１７ページには具体的な内容を記載しておりますけれども、特に国交省の

皆様にお願いしたいところは、民・民ではなかなかできない制度面での整備について、今

後ぜひ進めていただきたいというお願いです。特に通関の問題、それから１７ページには

外資規制の問題。こういったところをぜひお願いしたいと思っております。 
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 以上、雑駁ですが当社の取組をご説明させていただきました。最後の１８ページ、１９

ページは資料として、アジアの物流の今のシェアを簡単に載せました。１８ページは海運

でございます。アジアの域内とアジア発の貨物で全体の５２％を占めておりますので、ア

ジアが主戦場ということを示しております。１９ページは、それの航空版でございます。

同じようにアジアの域内とアジア発で全体の４５％ということですので、この地域でいか

に勝っていくかということが、今後の国際競争力という点では重要なことかなと考えてお

ります。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

【根本委員長】  ありがとうございました。続きまして、ＳＧホールディングス松本様、

よろしくお願いいたします。 

【松本様】  ＳＧホールディングスの松本でございます。本日はこのような時間をいた

だきましてありがとうございます。 

 まずは、１枚おめくりください。簡単ではございますが、弊社の紹介をさせていただき

ました。ＳＧホールディングスと申しましても、残念ながらご存じないかたもいらっしゃ

ると思います。私どもは佐川急便、佐川グローバルロジスティクスなどを子会社に持ちま

す持ち株会社でございます。営業収益は約８,５００億円、そのうちの８割以上を運輸・物

流部門が中心を占める、同部門を中心とした企業体でございます。他には不動産事業であ

りますとか、その他事業等々ございますけれども、これらの多くは運輸・物流事業を発展

させるため、支えるために設立されたものでございます。 

 中段の点線以下をご覧ください。こちらが海外部門となります。アジア、ＡＳＥＡＮ、

このあたりを中心として展開をしております。私どもは１９９０年ごろから海外進出をし

ておりますけれども、２０１２年６月にシンガポールに海外の事業会社を統括しますＳＧ

ホールディングスグローバルという中間持ち株会社を設立して、これまで以上に海外事業

に注力しております。ご案内のとおり、日本は少子高齢化が進展しており、これまで以上

に日本国内で大幅な物流増は望めないこと。日本企業の多くの皆様が海外進出をこれまで

以上に活発化させていることなどが、その背景にございます。 

 続きまして、スライドページの２、２ページ目をご覧ください。私どもの海外展開の状

況を簡単にプロットしてみました。現在、当グループでは２４カ国・地域に１０５の子会

社を有しております。アジア、ＡＳＥＡＮエリアでは１０カ国、２４法人となります。昨

年６月にはスリランカのＥｘｐｏｌａｎｋａホールディングスという企業を傘下に収めま
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した。これによりまして、スリランカ、インド等でも積極的な事業展開を図っているとこ

ろでございます。エクスポを傘下にしたことで、これまで進出していなかったアフリカで

ありますとか、中東でも事業を行うこととなりました。 

 ３ページ目をお願いいたします。私どもの海外法人の状況、現況を簡単にご説明させて

いただきます。まず、中国でございます。上海大衆佐川急便物流有限公司、保利佐川物流

有限公司など同国内におきまして、１２の拠点を展開してございます。現在は、日本国内

における佐川急便が得意としますデリバリー事業を展開しておりますけれども、取扱個数

が減少の傾向にございます。その主な要因は左下の四角に書いてございますが、概ねこの

辺が理由なのだろうと考えております。 

 続きまして、４ページ目をお願いいたします。タイでございます。若干、政府の混乱等

もございましたが、２００５年にバンコク市近郊のバンガディ工業団地内に佐川急便タ

イ・コンテナ・ディストリビューション・サービスを設立いたしました。主にフォワーデ

ィング業務、倉庫保管業務等を展開しております。事業規模はまだまだ小さいという現状

ではございますけれども、同国の発展に伴い運輸・物流という分野におきましても、今後

成長が期待されますので、私どもも注力をしていきたいと考えてございます。特に、最近

では温度帯の管理、冷蔵や冷凍の輸送が多く求められており、我々も対応しようというこ

とで動いているところでございます。 

 続きまして、５枚目のスライドをお願いいたします。ベトナムでございます。ベトナム

に関しては、日本式の宅配、佐川急便が得意とするデリバリー事業がうまくいって今、上

手に展開し始めるところでございますので、後ほど簡単にまたご説明をさせていただきま

す。 

 続きまして、６枚目のスライドをお願いいたします。こちらが我々が海外展開をすると

きに検討しなければならない項目と考えてございます。日本通運さんからもご説明がござ

いましたけれども、法規制であったり、インフラ、人材育成でありますとか、もちろん重

要であります。さらに加えまして、最低限の荷物量、ベースカーゴの獲得をどのようにす

るかというところが、海外進出をする際に考えなければならない点と理解をしているとこ

ろでございます。 

 続きまして、７枚目でございます。ここからが本題となりますけれども、私どもは昨年

度、国土交通省さんの物流パイロット事業でございました、長くて恐縮でございますけれ

ども、「メコン地域における宅配貨物の一貫輸送サービス導入に係る実証運行による調査
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事業」を受託させていただきました。先ほど、私どもの海外の状況をご説明させていただ

きましたが、そこからは海外での成長という可能性を感じつつも、まだまだ大きな課題が

多くあると実感しておりました。ということもございまして、本事業を受託することによ

って、どこにどのような課題があるかというのを、我々もしっかり認識、把握したいとい

うことで受託をさせていただいたという経緯でございます。 

 メコンエリアにおきましては、東西、南北回廊が整備されるなど、インフラは整いつつ

あります。さらに、人口の増加も著しく、また日本からの進出企業もたくさんございます。

また、これらに伴いまして、個人消費の拡大等、私どもも最も注目するエリアの一つでご

ざいます。また、当該地域におきまして、個人消費の増加に伴いまして、先ほどベトナム

で後ほどしゃべるとお話ししましたけれども、ｅコマース等の高品質な宅配輸送サービス

のニーズが高まりつつあります。ベトナムにおきましては、私どもの現地法人でございま

すＳＧベトナムが、近日中に同国でＥＣサイトを運営しております企業様と業務提携を発

表する予定でございます。 

 話がそれましたけれども、調査概要は記載のとおりでございます。事業ルートにおける

宅配貨物輸送サービスに係る現状調査及び需要と市場調査、事業実現に必要な法制度、関

係諸手続の明確化、事業ルートにおける物流システムに係る課題の調査、これらでござい

ます。実証の走行ルートは右下に記載のとおりバンコクからハノイ、バンコクからビエン

チャン。南ルートがバンコクからホーチミンでございます。 

 次のページで、課題等を改めて明らかにしてございますけれども、走行実証を行う前の

調査におきましても既に課題の多くが見受けられました。例えば、北ルートでは先ほど２

つのルート、バンコクからハノイ、バンコクからビエンチャンとご説明しましたけれども、

ここは本来、もともと１ルートでの走行を予定しておりました。しかしながら、バンコク

発ビエンチャン経由ハノイは今現在、走行できません。つまり規制がございまして、実証

ができなかったということでございます。 

 ８ページ目にその内容をまとめてございます。まず総括的な話で恐縮でございますけれ

ども、このエリアにおきましては陸上輸送における小口混載のクロスボーダーという概念、

考え方と言いましょうか、経験がございません。そのために戸惑うことが多々ございまし

た。資料には全体でおおむねスケジュールどおり運行することができたと記載してござい

ますが、これは日本と比較して順調という意味ではなく、ある程度の混乱等が生じる可能

性がございましたので、それを見越してスケジューリングをしておりました。という意味
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で、順調だったということでございます。 

 主な課題等は記載のとおりでございます。繰り返しになりますけれども、小口混載輸送、

小口混載の荷物を積んだトラックが国境を超えるということが想定されておりませんので、

エクスプレス通関ができません。そのため、荷物一つひとつの通関手続きが必要になりま

す。今回は実験ですので、あまり多くの荷物を積んでおりませんでしたが、実際に積んだ

となると相当の時間を要すということが予想されます。 

 また、クロスボーダーのトラック乗り入れ規制、先ほど日本通運さんからもご説明がご

ざいましたけれども、国をまたぐ際にはトラックの交代、荷物の積み替えが必要となりま

す。日本ではこのようなことがございませんので、課題として認識をしているということ

でございます。 

 また、混載貨物の一部に不適合品が生じた場合、その荷物だけではなくて、それ以外の

荷物も税関に留め置きをしなければならない。このようなことも判明してまいりました。

その他主な内容は記載のとおりでございますので、ご覧くださいませ。 

 結論めいたことを申しますけれども、アジア、ＡＳＥＡＮエリアにおきましては、運輸・

物流に関してはいまだ未整備な部分が数多く、一方で違う捉え方をしますと、だからこそ

ここにジャパンスタンダードと言いましょうか、私どもが日本で展開しているものが導入

できるのはないかと考えてございます。日本式の小口混載、宅配便でございますけれども、

これをどうエリアに展開できる可能性があると考えてございます。 

 先ほど、ベトナムでは少し展開ができていると申しましたが、今のところ大きな問題は

なく、日々扱う個数も増えてきておりますので、そのようなことがデファクトとなればい

いなと考えております。一般的に日本の宅配便はサービス品質が高いと言われております。

例えば、決まった時間帯にお届けをする、温度管理された状態で届ける、商品と引き換え

に代金を回収する等々でございますけれども、これらが展開できるのではないかと考えて

ございます。 

 続きまして、９枚目のスライドでございますが、海外展開するに際しての一つのところ

に、人材育成と掲げてございましたけれども、我々もいろいろな国に出ていくにあたり、

本当に痛感をしていると。物流ということの教育を受けた経験のある人がほとんどござい

ませんので、先ほどもご説明いたしましたとおり、私どもも海外展開をする際には、それ

なりに物流という教育に時間を割いてございますけれども、これをどのような形で広めて

いくかというところに課題を認識してございます。今現在は日本から専門家を送り、現地
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でのオンザジョブトレーニングを始めました。逆に日本に連れてきて３ＰＬの基礎講習を

行うということを行ってございます。 

 最後のスライド、１０枚目になりますけれども、ご覧ください。本日、最初に勝山課長

からご説明がございましたけれども、私どもが国土交通省さんの昨年度、平成２６年度の

ベトナムにおける物流人材育成支援事業にご協力をさせていただきました。これは、物流

産業の将来を担う現地の学生を対象に、日本からの物流専門家から実践的な講義を行うも

のでございます。ベトナム人材育成支援事業はホーチミン交通大学、ハノイ交通技術大学

で物流を専攻する学生を対象に、業務知識に関する研修、物流管理・技術に関する研修、

これは実習でございました。スタディーツアー、これらを行ってございます。 

 先ほど来述べておりますけれども、私どもが海外展開する際の競争力として、現在日本

で展開している物流というノウハウ、このソフトをいかに現地で敷衍をさせるか。これが

敷衍できることで、海外の企業にも勝っていけるのではないかということで、早い時点で

ジャパンスタンダードを広めていくということに注力していきたいと考えてございます。

一方で、我々、民だけですとなかなか困難な部分がありますので、ここは官民協力のもと

に進めていきたいと考えてございます。 

 拙い説明でございますけれども、以上でございます。 

【根本委員長】  ありがとうございました。続きまして、日本パレット協会永井様、よ

ろしくお願いいたします。 

【永井様】  日本パレット協会永井でございます。本日、私のところだけ、協会という

形でご説明をさせていただきます。では、アジアを含めた海外展開というところになって

パレットがどのような状況かというと、各国では使われているケースがありますけれども、

輸送用に使われているケースは、ごく一部の企業様に限られると考えております。パレッ

トといっても、平パレットを使っているケースはまだ限られると考えております。 

 では、アジア地域におけるパレットはどういう状況なのかということで、２ページ目の 

ところにＩＳＯが６タイプございます。このうち赤く表示させていただいた１１００×１

１００及び１２００×１０００、私どもはこの２つがＡＰＳＦスタンダードと申し上げさ

せていただいております。ＡＰＳＦというのは、アジアパレットシステムフェデレーショ

ンという団体がございまして、そちらで標準化していこうと認めているパレットが、この

２タイプでございます。 

 この２つに関しては、先ほど国交省の方からご説明いただきました日中韓物流大臣会合
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でも、第３回の中国の成都でこの２つのパレットを標準として推進していこうという形に

なっている、２つのタイプのパレットになります。では、ＡＰＳＦ、アジアパレットプー

ルシステム連盟というのはどういうものなのかということなのですけれども、簡単に言い

ますと、各国のパレット協会及びパレット協会に準ずる団体が加盟をして、相互に知識の

共有をしていきながらパレットの普及を図っていこうということで、現在１０カ国。３ペ

ージのところにございますけれども、日中韓だけではなくてインドネシア、マレーシア、

タイ、フィリピン、ベトナム、ミャンマー、インドという感じで加盟をいただいています。

今年度は中国の上海で総会を開かせていただいて、来年は中国の北京で総会を開くという

形になっております。ここで皆さんの合意のもと、ＡＰＳＦスタンダードを決めている形

になっております。パレットのサイズの問題、それから一貫パレットですね。 

 それから、ユニットロード通則が標準化されておりますけれども、その次の４ページ、

５ページのところで、実際にＡＰＳＦスタンダード００１、ＡＰＳＦスタンダード００２

から、パレットの標準がどのように記載されているかということを、参考までに載せさせ

ていただいております。この中でも１１００×１１００及び１２００×１０００という２

つのパレットを標準として進めていこうということがうたわれているということでござい

ます。ＩＳＯの規格は１１００に準ずるパレットのグループと、１２００に準ずるグルー

プと、もう一つ１２００から８００というユーロパレットのグループと、大きく３つに分

かれているわけです。そのうちの互換性の高い１１００×１１００、１２００×１０００

がアジアのスタンダードとなっているということでございます。今、日本の場合はＪＩＳ

にうたわれていますのは、１１００×１１００のみという状況になっております。早期に、

１２００×１０００をどのように位置付けていくのかということが必要になってくるかな

というのが現状の課題になっております。 

 このパレットが、同じパレットが利用されないとどうなるのか。釈迦に説法的なことが

あるので絵を出しでも仕様がないので、その次のページの７ページを見ていくと、これは

かの国のパレットの調査に参りまして、「うちはパレットをたくさん使っていてね」と言わ

れたので見に行ってみたら、平地に一生懸命荷物が置いてあって、パレットラックには荷

物が載っていない。簡単に言うと、ラックに載るパレットのサイズのものが来ていない。

要するに、標準化されないとこうしたことが起き得るということです。ですから、宝の持

ち腐れにもなりますし、標準化できませんのでフォークリフトがうまく活用できない等々、

標準で作業が行えないと労力の無駄にもつながってくるのではないかと思っております。
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ですから、私どもとしては、少なくとも２つのサイズのパレットをうまく活用することで、

広くアジアの中で流通の効率化の促進ができないかと考えているということでございます。 

 その次、８ページで、日本のパレットは、これはＪＰＲさんのパレットをそのまま載せ

させていただいていますけれども、標準パレットとしては大きくこの２タイプです。今、

木製の物とプラスチックのものが並立されている状況でございます。日本の状況から申し

ますと、現在、プラスチックが徐々に増加してきている。特にリターナブル系ですね。繰

り返し使うパレットとしては、プラスチック系が増えてきているとお考えいただければと

思っております。 

 ２０１２年にＡＰＳＦで各国から統計を求めて出していただいたものが９ページ、１０

ページ、１１ページにございますので、そちらを見ていただければと思います。１０カ国

いるのですが、回答いただけたのは８カ国です。回答いただけたのですけれども、ミャン

マーにように「数字がない」と言われてしまって、これは先ほどからも出ているＭＩＦＦ

Ａに確認すると「わからない」と一言言われて終わってしまうというのが実態でございま

す。実際に中国の数字を見るとこんなに悪い数字なのかというのもあって、当てになるの

かどうかということはあとに置いておきまして、こういった傾向でパレットが各国、素材

別につくられているのが９ページ。 

 中国、日本、韓国を含めまして、大体、木製が多いのですけれども、樹脂製のところを

見ていただきますと、日本、韓国ですと数の上ではほぼフィフティー、フィフティーとい

う状況まで樹脂製のパレットが普及してきている。日本でも相当数が木製から樹脂製に替

わってきているのかなと思っております。 

 １０ページを見ていただきますと、サイズ別の生産枚数を出させていただいております。

これを見ていただきますと、中国の場合は１２００×１０００を一般的に使われているケ

ースが多いのかなと思っております。日本の場合は１１００×１１００。韓国の場合も同

様に１１００×１１００が中心になっておりますが、主流となっているのはまだ「その他」

というパレットが一番多い。自分の使いやすいパレットをいまだに使っている方が主流に

なっているということは、変わりないのかなと思っております。 

 その次の１１ページのところが、各国のレンタルパレットの保有枚数という形になって

います。中国でも実は徐々にですけれども、レンタルパレットを事業、なりわいとしてい

る企業が増えてきており、レンタルパレットの保有枚数が中国がだんだん日本に並んでき

ているという状況になってきております。ですから、今後はこのレンタルパレットをいか
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に効率的に使っていくのかということが実は、重要なファクターではないかと思っており

ます。今までは保有をして自社で使っていこうということを中心にやっておりましたけれ

ども、もうそれだけですと回らなくなってくる。ですから、レンタルパレットをうまく使

えないかということで、これは後段のほうで先ほどお話がありました日韓のリターナブル

パレットということでお話をさせていただければと思います。 

 その前に、ミャンマーに関していくつかアプローチをさせていただいておりますので、

それをご紹介できればと思っております。１４ページ、１５ページのところになります。

先ほど勝山課長からいろいろご説明をいただきましたけれども、日本ＡＳＥＡＮ物流対話

のワークショップで、もう４年ぐらいパレット協会として参画させていただきました。最

初のところは「パレットってなあに」という説明を一生懸命しておりましたが、このごろ

はどうやってパレットを活用していこうということについて、いろいろ拙い知識ではござ

いますけれども、ご協力させていただいているというのをやっております。 

 現在、実はＪＰＡ、パレット協会とＭＩＦＦＡの間で物流の協力関係を提携していこう

ということで、今も来る前にデータの修正などをやっておりました。こういった形で連携

をして、日本が一体となってミャンマーと物流のサポートをしていくということをやって

おります。その一環として、その次、加入者となっております日本パレットレンタルとな

りますけれども、今ＪＩＣＡ様がやっていらっしゃるミャンマーの実証事業で、パレット

が必要になったのでパレットをくれませんか、という話があります。コンテナ一杯パレッ

トを持ってきましたということがあります。持っていったのが１か月以上前なのですが、

おとといやっと写真が届きまして、通関に思いのほか手間取ったという状況がございまし

た。やっと通関を通りましたということで、ミャンマーに皆さんが簡単に使っていただけ

るプラスチックのパレットが届いたという形になっているということでございます。こう

いったところからミャンマーの次のアプローチとして、いかにパレットを使っていくかと

いうことをやっていこうと思っております。 

 その次のところですね。先ほど簡単にご説明させていただきましたけれども、今、パレ

ットを使ってどういったことができるのかという実験をさせていただいております。これ

はどういうことかというと、物の通関は皆様、結構ご認識いただいて積極的にやっていら

っしゃるのですが、物流資材に関しての通関がおろそかになるケースがございます。手前

どもの加入者でも行ったきり戻ってこないパレットや、リターナブルで使えたらもっとい

いのにね、ということ。それから、個々の企業が税関の方々と交渉しなければいけないと
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いうことがあります。実験の概要と書かせていただいたところになりますけれども、簡単

に言いますと、相手の国に行ったらレンタルのパレットをそこでリリースしてしまって、

そこで新たな荷物を載せて戻してくるということができれば片側利用になるので、物流コ

ストの低廉化をできるのではないか。といったことも含めて、そういったことができるレ

ンタル事業者として免税措置を受けることができないか、ということを含めて今、実験を

させていただいていると考えていただければと思います。 

 １９ページの実証実験の概要というところになりますけれども、これは加入者であるＪ

ＰＲと韓国の韓国パレットプールという企業を使って、パレットを使って一般の荷主の方

に韓国に輸出をしていただく。輸出していただいて、パレットが空いたところで韓国側の

荷物を載せて日本に戻すということをやって、最終的に届いた日本のところで免税措置が

きちんととれるのかどうかというのをどうやればできるのか。どうやれば電子化できるの

かというところを検証していこうということを、今、させていただいていることになりま

す。 

 このフォーマットができた段階で中国と交渉させていただき、さらにはＡＳＥＡＮと交

渉させていただくことによって、ヨーロッパでは少ない海を隔てた形でのパレットを使っ

たシームレスな物流を実現できるようにしていく。それも安価に実現できるようにしてい

けるのではないかということで、私どもとして対応させていただければと考えております。 

 すみません、雑駁ではございますが、以上で説明を終わりにさせていただきたいと思い

ます。ありがとうございます。 

【根本委員長】  ありがとうございました。それでは、これまでの説明を受けて議事３

ですけれども、意見交換に移りたいと思います。ご自由にご意見、ご質問をよろしくお願

いいたします。いかがでしょうか。 

【兵藤委員】  それでは、今最後の日本パレット協会のご紹介で、あまり私もなじみの

ない世界ではあるのですが、２つほどお伺いしたい。まず、規格として１１００×１１０

０、それから、１２００×１０００ですか。例えば、この２つの使い分けというのは、一

体どのような使い分けがなされるものなのか。細かい話ですけれども、まずそれが一つ。 

 それから、最後にご紹介いただいた実証実験の話なのですが、そもそも例えばパレット

がコンテナの中に一緒に積まれて輸出入されるときは、パレットは普通の貨物扱いなので

すか。海上コンテナとかですと、運ぶものですから違いますよね。パレットについては、

そのあたりはどうなのか。基礎的な質問で恐縮ですけれども、よろしくお願いいたします。 
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【永井様】  パレットの１１００×１０００を使うのか、１２００×１０００を使うの

かというのは、業界のご事情によるというところが一番大きいのかなと思っております。

日本ですと、食品及び日用雑貨等々は１１００×１１００でスタンダード化しているもの

ですから、そちらを使わざるを得ないという形になっているところがあると思います。一

方、他の業界の方になりますと、それだと荷物が乗りづらいから１２００×１０００かな

と。先ほど標準以外の方が多いというのは、自分のところの荷物は載りづらいから他のパ

レットを、という方がいらっしゃるというのが実態とご理解いただければと思います。 

 もう一つ、通関のところになりますけれども、コンテナとは大きく違いまして、梱包資

材というとられ方もします。要するに、梱包資材となったときにはもう、インボイス上何

も出てこない状況になっています。逆に言いますと、リターナブル化する場合には、パレ

ットのところを明確に表記いただかないと、戻すことができなくなってしまう。免税措置

を受けて戻すことができない。毎回、毎回関税を払って戻さなければいけなくなるという

ところの差が大きいのかなと思っております。ですから、そこを無税というわけにいきま

せんので、簡易に免税措置がとり得るようになってくると、どなたでもそういったパレッ

トが使えるようになってくるのではないかというところから、アプローチをさせていただ

いているということでご理解いただければと思います。 

【兵藤委員】  後半の話は、これは日本以外で、わかりませんけれどもヨーロッパです

とか諸外国で、もう既にそのような免税措置が１００％ですかね、免税措置になっている

ような事例というのはあるのでしょうか。 

【永井様】  アジアですとほとんどないですね。免税措置を取りなさいというのが日本

とか、韓国とか、中国とか。中国ですと、本当に港が違うだけでもう返却できないという

事例も聞いております。そういったところを考えていくと、我々の場合、どうしてもヨー

ロッパ、アメリカは少なくなるものですから、まずアジアの中でそういったところが成立

できるというところを狙っているということでございます。 

【兵藤委員】  ありがとうございました。 

【根本委員長】  よろしいですか。他はいかがでしょうか。どうぞ。 

【小林委員】  パレットを保有されているのは荷主でしょうか？あるいは、リース、レ

ンタルということも起こるのでしょうか？ 

【永井様】  日本の場合でいきますと、例えば、食品メーカーさんでパレットを持たれ

ているところは、ごく少数。持たれていないです。日用雑貨さんでもそうですね。逆に言
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いますと、自動車産業さんは自社でお持ちになっている、もしくは自社の系列でお持ちに

なっているケースは多いかなと思っております。業界によって、そこは違ってきているよ

うな気がしております。 

【小林委員】  では、荷主でない場合は、どこがこのパレットを。 

【永井様】  弊社のパレットも実はレンタルでご利用いただいて、海外で輸出入をやら

れている企業さんは、弊社というか私の協会社のパレットを使っているのはあるのですけ

れども、輸出された方が責任をもって戻してくるということをやらないと、戻らないとい

うことです。 

【小林委員】  そうですよね。大変だなと思いながらお聞きしていたのですが、戻って

こないのはどのぐらいの割合ですか。 

【永井様】  統計はないですね。 

【小林委員】  いや、大まかな数字で結構です。 

【永井様】  逆に言うと、ダマテンで出てしまっているのがどれだけあるかになってし

まいます。我々、レンタルのもので、例えば中国に海運者のほうで幾つあるよ、という。

ただ、それは事業上の恥になってしまうのであまり言えないところですけれども、ある程

度の数があるということですね。逆に言いますと、先ほど言った中国の場合ですと、一回

目で輸出入で正規に出したときに戻す数と合っていなくて、少ない数が戻ってきたとする

と、残った数を戻せるかというと、うまく戻せないということがあるということです。 

【小林委員】  トータルに物流コストに占めるパレットの費用はどの程度でしょうか。 

【永井様】  一般の消費財の企業様はご負担いただいて、流通でご利用いただいていま

すので、そういった意味では１回あたりではコストでは低廉、かなり安いものになってい

る。ただ、なぜそうなるかというと、一般企業の方がご購入されてやった場合、今でもい

らっしゃいますけれども、繁忙期に合わせて購入せざるを得なくなりますので、通常使わ

ないものまで買って、その部分の費用を通常の商品の価格に乗せざるを得ないということ

になります。その分、高くつくという可能性はあると思います。 

【小林委員】  ありがとうございました。 

【根本委員長】  今の関連で、もう１回確認なのですけれども、パレットの所有者です

ね、メーカーと協会さん。あと倉庫やトラックなど物流業者。この割合は何％ぐらいずつ

なのでしょうか。 

【永井様】  生産の統計はとりやすいのですが、保有統計はレンタル企業以外は、実は
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とりづらいというのがあります。実は、そこも皆さんにご協力いただけると統計上、保有

枚数が出てくるのかなと。ここ１０年ぐらいそういった統計がとれていないというのが実

態です。 

【根本委員長】  わからないのですね。 

【永井様】  はい。 

【橋本様】  よろしいですか。運送業者の実感で申し上げますと、国内での物流の場合

と、国際間の物流の場合では大分、利用のシェアが違うのだろうと考えます。したがって、

国際間の物流においてのリユースを前提にしたものというのは、ほとんどないのではなか

ろうかと考えています。それは、数字的なものはないですけれども実感として。 

 で、今ご紹介があった自動車産業さんのように、私どもも紹介差し上げました日韓間で

自動車部品を継続的に動かしますというところは、専用の容器をこしらえて、それが行き

来するということはあります。けれども、国際間物流はほぼ片荷が多うございますので、

標準化されたものが一般的にリユースで使われることは、基本的にはなかなか実感として

はないかなと感じています。 

【根本委員長】  国内のほうはどうですか。 

【橋本様】  国内のほうは、これも業界によってだと思います。先ほどもおっしゃって

いましたけれども、自動車ですとかあるいは電機・電子産業さんなどは、ほとんどが多分、

ご自身で保有されているのではないかと思います。私ども物流業者は、私どもの施設内で

補完的に使う分に持ってはおりますけれども、それをお客様に提供することは、実態とし

てはほとんどないですね。 

【根本委員長】  倉庫の中だけみたいな。 

【橋本様】  そうですね。 

【根本委員長】  ありがとうございました。 

【岡田委員】  例えば、パレタイズを標準化して、１１×１１のパレットを使って仮に

中央アジアや中国で普及させていくということは、つまり輸出入だけではなくて、その国

の内国での標準化のようなところも日本企業の強みとしてつながっていくのではないかと

いうことだと思うのですが、その可能性はどのように見ていらっしゃるのか教えていただ

きたい。トータル物流という点から、物流資材・システムなどが共通化し、それが日本企

業の強みであり、取扱、品質の良さであるとなっていると考えますが。特に、パレタイズ

の取組という点ではここ１０年、１５年ぐらいで日本でも相当、普及してきた成果だと思
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いますが。 

 一方で、お話があったように、電機・機械メーカー、自動車メーカーというは専用のボ

ックスパレットを使ったり、相当、専用化しているわけです。このようなマーケットにお

いて、将来、アジアの内国で成長しそうな域内の雑貨等を含め、日本企業の強みのような

ものを発揮していくときに、このような資材・システムなどを今後、標準化させて展開さ

せていくとすると、一体何をベースに強化すべきかということについて、全般的な話にな

りますけれども、教えていただければと思います。 

【永井様】  少し難しいお話かもしれませんけれども、一つあるとすると、海外でもパ

レットの標準をしていないかというと、企業単位でされているケースは見受けられるかと。

例えば、タイなどのケースでいきますと小売業さんがこのサイズのパレットで持ってこい

と。日本でも全く同じことがあるわけですけれども、そういった形、サプライチェーンと

いうかデマンドチェーンの形でデマンドサイドから働きかけがあって、そういった標準的

なものを使っていらっしゃるケースは多いのかなと思っております。 

 特に私どもが期待しているのは、昨今、ＡＳＥＡＮを中心にコールドチェーンが普及し

ている中で、コールドチェーンの強みを持っているのは日本企業というのはよく伺ってお

ります。コールドチェーンの中でパレタイズしたものを動かさないと効率が悪いですから、

期待値が半分以上なのですけれども、そういったところから普及していかないかなと思っ

ているところがございます。 

 それともう一つ、これも期待値なのですけれども、例えば日本の中古車両がたくさん行

っているとすると、一番フィットするはずなのは、日本の標準のパレットのサイズだと我々

は期待しているところがあります。そういったところから、少しずつ日本のパレットが普

及していかないかなというのも、これも少し期待値なところがございます。 

 ただ、海外を見ていきますと、日本に標準的なアプローチを求める。特に、日本の品質

ですね。パレットでも品質という問題が当然出てまいりますので、そういったところで期

待されているケースというのはございます。 

【根本委員長】  よろしいですか。 

【岡田委員】  できたらフォーワーダーさんも、その辺はいかがでしょうか。 

【橋本様】  今、ご説明いただいた内容だと２つある。標準化と問題とリユースという

問題ですね。それがまず、２つは分けて考えないといけないだろうということで、まず、

標準化ということは、いかに効率が高まるかということを数字で表していくしかないので
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はないかと思っています。したがいまして、結果としてはコストにはね返ってくるわけで

す。今、ご説明があったように産業ごとなのか、あるいは国単位なのか、いろいろ考え方

はあろうかと思いますけれども、何かしら単位・単位でいかに数字で日本における数字も

参考にしながら、標準化の意義というものをきちんと説明していくということだろうと考

えています。 

【根本委員長】  よろしいですか。それでは、他はいかがですか。 

【小林委員】  またパレットについて質問していいですか。 

【根本委員長】  パレットいきますか。パレット人気がある……。 

【小林委員】  仮に標準化を達成したとしても、自分のところに戻ってくる保証はない

ですよね。他の国や地域に行ってしまうという。そうすると国際的なアンバランスが必ず

出てくる可能性があるのですね。 

【橋本様】  したがいまして、国際間ではお客様の梱包資材という取扱が多分、９９％

だと思います。したがって、戻ってくるという前提ではない。 

【小林委員】  ないということですね。 

【橋本様】  ですね。ですから、木製のものが多いというのもその実態ですし、木製の

ものですから害虫等が付いていないような、そういった国際間の取り決めはございますけ

れども、どちらかというと梱包資材、段ボールに下駄をはかせたという意味合いが、今は

まだ強いと考えます。 

【小林委員】  わかりました。 

【根本委員長】  よろしいですか。 

【小林委員】  はい。 

【永井様】  実際には、現実、そうだと我々も理解しているなかで、例えばＡＳＥＡＮ

域内ですとか、日中韓という短距離のところで使えないかな、というのはあるのかな。あ

るお客様で、海外からパレットに積んだもので４０フィート入れたときに、その商品はパ

レタイズ化されていますから、着いてからフォークですっと降ろしてもう出荷できるとい

う時間の問題は、結構コストに反映するのだよというのは伺うことがございます。将来、

こういったことができればいいかなとご理解いただければと思います。 

【根本委員長】  アジアは準国内であるという言い方もありますから、国内のようにリ

ユースできるといいですね。他はいかがでしょうか。 

【小林委員】  ホールディングさん。 
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【松本様】  はい。 

【小林委員】  人材育成事業で、ベトナムで学生を支援されたりしているのですが、支

援した、育てた人材を業界内で活用するというような戦略はございませんでしょうか。 

【松本様】  民間企業ですので、私どもが協力して育っていただいた方が、私どもに来

ていただければいいなというところはあります。が、それだけですと業界としても発達し

ていきませんので、まず今回、官の方とご一緒させていただきますけれども、日本の物流

という教育を少し体系立てた形で学んでいただいて、その子達が一旦、同国内においてそ

れなりの物流のセクターの中でのポジションについていただくと。そこでジャパンスタン

ダードのようなものをその人たちに広めていただくということで、結果的にはそこでスタ

ンダードが広がっていって、私どものほうにも、会社だけでなく日本にも、それぞれのメ

リット等が出てくるのではないかということです。そこは官民合わせてやっていきたいと

思っております。 

【根本委員長】  国交省としても、そのような人材育成をして日系企業に勤めてくれと

か、いろいろな条件をつけて人材育成をするというのは難しいわけですね。いかがでしょ

う、勝山さん。 

【勝山国際物流課長】  条件はご指摘のようになかなか難しい点があるかもしれません

けれども、結果として日本流というのでしょうか、そういうことを学んでいくという意味

において、日本のものが広がるという意味において、結果としていい方向になるのではな

いかという期待であります。今、佐川さんの松本ゼネラルマネジャーさんがおっしゃった

ような考え方で国として事業を行って、民間企業さんの協力をいただいているという考え

方でございます。 

【根本委員長】  佐川さんにしても日通さんにしても、例えば、若手社員を日本のいろ

いろなノウハウを伝達して育ったときに、そのままずっといてくれるかどうかわからない

と。ジョブホッピングというのですかね、少し高い給料が得られると思うと別の会社に移

ってしまうと。人材育成というのはなかなか難しいと思うのですよね。そのようなところ

で、何か工夫はあるのですか。 

【橋本様】  その問題は決してアジア域内だけでなく、欧米でも同様ですし、日本でも

同様なわけです。最近は、流動性が高まっていますので、少し景気もよくなれば二、三年

目の若手が、このような運送業から別のところに行くということはいっぱいあるのです。 

 まず一つは、特に海外、アジアでやるのは、お金以外の待遇面でどれだけ面倒をみられ
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るか。これも、もちろんコストにかかってくるのですけれども、ベネフィットみたいなも

のをどれだけ充実させられるかというのが、現地企業の競争の上では比較的、魅力的だろ

うと考えています。 

 それから、もう一つは、国際間での仕事の移動のチャンスをどれだけ与えてあげられる

か。私どもも最近、アジア域内でアジアの現地法人同士の移動と言いますか、そういった

ものも進めておりますけれども、そういったものが一つの若手社員のモチベーションにな

るのだろうと思っています。グローバルという言葉はあまり実際、海外では使いませんけ

れども、自分の生まれた国以外のところで働いてみたい。あるいは、そのようなところで

もう一度、自分の力を試してみたいという気持ちは、日本人のみならずどこの国の若手社

員も持っていますので、そういったものをきちんと制度として示してあげて、モチベーシ

ョンを高めるということを今実際に行っているところです。 

 最終的にはもう一つは、いかに日本人の出向社員以外に現地での経営を任せられる人材

を出していくか。正直なところ、私どもも現地法人に、トップを現地に任せる会社は非常

に少ないのですけれども、それを今、高めようとしております。したがって、いつも日本

人が日本から来て社長をやっていますということではなくて、私もいずれか、例えばベト

ナムで社長をやりますよ、と。こういうことをいかにリアリティーをもって示せるかとい

うことだろうと思います。 

【根本委員長】  ありがとうございます。物流企業によっては、学校までつくってしま

ったり、奨学金を出したり、結構上手に囲い込みをしながら来てもらうようなプログラム

を持っているところもあるでしょうし、国交省がやられているように本当に底上げのよう

な、別に日系に来なくてもいいよというのもあるし。そのあたりを、どううまく連携をと

りながら、全体を支援していくかということもあるでしょう。入ってから、そのまま勤め

ていただけるような環境づくりのようなものも、一方では必要かなと。人材育成というの

は、意外に奥が深いというか、なかなか難しい問題がたくさんあるような気がします。他

はいかがでしょうか。 

【小林委員】  では、もう一つ。 

【根本委員長】  どうぞ。 

【小林委員】  ＡＳＥＡＮの中でのクロスボーダーの問題、例えばタイからラオスに行

く場合に手続が煩雑で、実際お困りのことがいっぱいあると思うのです。何が一番厳しい

のか。今、タイプラスワンを進展させるために、タイ政府が一生懸命クロスボーダーのコ
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ストを低減しようとしていますけれども、なかなか実現していない。タイとラオスの国境

に沿って、タイ側に企業が立地しています。ラオスから労働者が通勤するというような変

則的な工業立地が、進んでいます。実際、一番大変というのは、どのような側面なのでし

ょうか。 

【橋本様】  細かい制度面の整備が進んでいないということは多々あるのですけれども、

私が感じているのは整備の進捗ということではなくて、今ある「決まりです」と出してい

るものが守られないということが、一番、私どもとしては困るのです。すごく単純なこと

を言えば、例えば、「税関の開庁時間は何時から何時までです」と言ったところで、その時

間に始まると限りませんし、早々にやめてしまうこともございます。そのような問題です。 

 あるいは、もっと次元の高いレベルでいきますと、外資規制などもＷＴＯではこうです

よと言って、１００％ポジティブです、となったものが、また国内法では合弁を前提にし

ているとか。そのように法整備も、ＷＴＯ、世界で守れます、やります、と言ったことが

実際に進まないということが多々あります。そのような細かい事務、現場レベルから制度

レベルまで約束したことが守られないというのが、一番、日本では考えられないことだろ

うと思います。 

【松本様】  今、橋本さんからご説明がありましたけれども、お願いをしに行ったこと

と、実際の現場の人たちの意識の差と言いましょうか、決まったとおりのことをやってい

ただけないということが一番。一方で本日、陸上輸送における小口混載のクロスボーダー

という概念がないとお話しをさせていただきましたけれども、陸上輸送ではなかったら、

例えばエクスプレス通関というのは、しているのです。飛行機でも船でも今、実際にやっ

ているわけです。だけれども、陸上輸送だとそれができない。制度的にも、当然、できな

いはずがないのです。だけど、実際そこが行われないという、そこだと思います。そのよ

うな意味で言うと、先ほどありましたけれども、人材育成等で私どもも協力をさせていた

だいて、そのあたりの同国においての教育を受けた方々が現場にいらっしゃるのであれば、

そこは少しよくなるのかなと思います。 

【根本委員長】  よろしいですか。越境の小口混載輸送ですけれども、佐川さんにお伺

いしたいのですけれども、今日の資料の中でも通販事業が伸びていると。中国もＡＳＥＡ

Ｎも越境のネット通販も伸びていると思うのです。そういった中で、陸上にしろ航空にし

ろ、ドアｔｏドアでサービスが提供できるＥＭＳやフェデックス、ＵＰＳのようなものが

結構ビジネスチャンスになっているような気がするのです。日本は伝統的にフォワーダー
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プラスキャリアのような組み合わせで物を運ぶ。なかなか越境ネット通販時代になると日

本の物流業者はＥＭＳ、フェデックスあたりに不利になるとか、そのようなことはござい

ませんか。 

【橋本様】  まず、通販の関係で、日本の業者というよりは当社としては、御存じのと

おり、ｔｏＣの部分から撤退したという会社でございますので、ラストワンマイルのとこ

ろは、今アジアでも苦手にしているというよりは、なかなか対象にしづらい。したがって、

そこの部分をどう考えるかというのは、当社としては今のところ日本でうまくできなかっ

たことが海外でできることもないだろうということで、そこは対象からは若干、外れてい

るというのが一つございます。 

 一方、全体の話としては、フェデックス、ＵＰＳ等でやっているというのは中心が域内

と言いますか、大陸間で飛行機を飛ばしてやるようなところは得意としています。あるい

は、欧州のように制度化が進んでいる部分は確かに車も走れると。それであれば多分、日

本の業者さんで言えば、お隣にいらっしゃる佐川さんをはじめ、アジアの域内も十分に対

抗ができるだろうと思います。したがって、アジア域内ということで考えれば、日本の物

流業者さんが今お持ちのＢｔｏＣあるいはＣｔｏＣのスキルが十分に制度の整備等も伴っ

て進むだろうとは考えています。 

【松本様】  フェデックスさんにしてもＤＨＬさんにしても体が大きいので、もちろん

脅威ではありますが、ラストワンと言われるような最後がＣなのかＢなのか、どちらでも

同じだとは思うのですけれども、というところが、今例に挙げた２社さんが本当に得意か

と言われると、多分、日本企業のほうがそこは得意なのだと思うのです。一方で、我々は

飛行機を持っているわけではなし、船を持っているわけではありませんので、どうエリア

に持っていくのが得意かというと、そこは正直、ノーであります。一方で、届けられたも

のを同国内においてデリバリーすることは、多分、我々のほうが今では優位性を持ってい

ると思っています。だからこそ、先ほどご説明したとおり、今のうちに日本式宅配のよう

なものを広めてしまいたい。先に市場を押さえることによって、外資に勝ちたいという思

いがあるということです。 

【根本委員長】  ありがとうございます。他はいかがでしょうか。私は日通さんにお伺

いしたいのですけれども、今日の資料の中で、良し悪しは別としてということで中国の「一

帯一路」の話ですとか、７ページのところの昆明からラオス、ビエンチャン、ミャンマー

に伸びるルートが物流ルートとして割と大事だというお話をして、私は基本的に賛成なの
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です。けれども、結局このような物流ルートが発展していくと中国から見れば中国の製品

を東南アジアに販売しやすくなるとか、中国にとってのメリットもかなりあると思うわけ

です。そのような見方をされたときに、どのように反論されるのでしょうか。 

【橋本様】  まず今、中国の減速感があるとなっていますけれども、マーケットとして

の規模感が大きいということが一つ。それから、下の絵では中国から南に下りて西向きに

矢印を描いてあります。その先にはインドがあって、将来、本当に大きくなるかどうか、

これからも見極めが必要ですが、アフリカをインド洋経済圏として見ていくと。このよう

なところの、人口としてのマーケットの大きさがありますので、まずここは押さえなけれ

ばいけないだろうということ。そのときに、果たして中国が生産拠点として優位性を保っ

ているかどうかというのは、もう少し注視する必要があるだろうと思います。 

 したがって、このルートから必要というのはありますが、果たして生産物が全て中国国

内で生産されたものなのかどうか。ここは別の問題だろうと思います。例えば、今描いた

７ページの矢印の逆のルートで上がっていって、中央アジアに上がっていく。そして欧米

に持っていくとか、そのようなことも今後は考えられるでしょうし、それがインドや東ア

フリカといったときには、今度はそちらから見たときの「一帯一路」で言えば、海のシル

クロード的なところの逆のルートですね。決して矢印は一方向でないだろうということを

見据えて、この部分を見ていく必要があるだろうとは考えています。 

【根本委員長】  中国で生産している日系企業がヨーロッパに品物を出す場合もあるだ

ろうし、この前ミャンマーのアパレル工場を訪ねましたけれども、そこも日系なのですけ

れども、自分のところでつくったものを昆明のほうにそのまま持っていけたらありがたい

と。要するに、インフラにしても通関制度にしても外資規制にしても、一国が改善された

ら利するということではなくて共通に使えるものですから、アジア物流圏ということも盛

んに言われていますけれども、アジア全体で相談しながらよりスムーズな仕組みをアジア

でつくっていって、そこで競争してくのだと。 

 物流業者にしてみれば三国間輸送も増えているわけですから、日本が援助したルートだ

けが大事だということはあり得ないわけです。それはそれでいいと思うのですけれども、

そういったときに、共通のものだから日系、日系とあまりやっていくと、なかなかこうい

うものに対する政策提言というのが難しい。これはアジアのためにいいのだという、アジ

ア物流政策を日本が率先してやるというスタンスになっていかざるを得ないのかな、とい

う気がするのです。 
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 今日はいろいろ面白いことを勉強できたと思うのですけれども、他はいかがでしょうか。

国交省さんのほうから何かご質問があれば。いいですか。 

 あと、勝山さんにお伺いしたいのですけれども、いろいろなパイロット事業とかこうい

うものは単発的に見えるのですけれども、大きな絵があって段階的に一つ一つ潰しながら、

このような仕組みを次々と横展開していくというような、何かそのような全体の計画とい

うのはあるのでしょうか。 

【勝山国際物流課長】  国交省の資料１の３ページ目でございますけれども、パイロッ

トプロジェクトは先生がご指摘のような言葉の全体像といいますか、そのようなものは残

念ながら持ち合わせているつもりではないです。むしろ、ミクロ的なアプローチになって

いると思っています。今は光が当たっているのはチャイナプラスワンとか、大陸プラスワ

ンという言葉の中で特に東南アジアが注目されていますけれども、そこのみならず新興国

の物流の効率化に関して、日本の事業者のリスク低減を図りながらも日本の日流のものが

普及していくことを期待しながら取り組んでおりますので、大きい意味では日本の関わり

によるアジア標準なり新興国に対する標準的な寄与を期待しているというつもりでやって

いるところでございます。 

【根本委員長】  これは今、国交省の直轄で事業をしているのですか。 

【勝山国際物流課長】  はい、そのとおりです。企画公募事業という形で国交省の事業

として一定の予算がついて、これを受託していただける民間事業者、企画を提案しそれを

実行してくださる事業者が実施するという形になってございます。 

【根本委員長】  こういうものはＪＩＣＡの事業とか、みんなで出資してインフラ会社

のようなものを作りましたよね。ああいうところのプロジェクトとか、そういうものと絡

んでくると面白いですね。 

【勝山国際物流課長】  おっしゃるとおりだと思っています。先ほど私が資料１の３ペ

ージでミャンマーの例を出しましたけれども、こちらのほうは実証事業を昨年度やって、

課題は多かったという話だったのですが、これを具体化する方向でもう少し知恵を絞ろう

ではないかと言って事業者のほうが今年度、知恵を加えた形で実導入というのでしょうか、

事業化する見込みまで持っていこうではないかというところまできております。そうなっ

てくると、昨今できましたＪＯＩＮと呼んでおりますけれども、海外交通・都市開発支援

機構ですが、そこの支援なども期待しているようなことを仄聞しますし、さらに大きな事

業としてインフラシステム、物流も交通インフラの対象でありますので支援を受けるとい
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った、複合的な支援ができると発展的ないい姿ではないかなと考えてございます。 

【根本委員長】  ありがとうございました。いかがでしょうか。 

【岡田委員】  一点いいですか。 

【根本委員長】  どうぞ。 

【岡田委員】  今の話にも絡みますが、例えば、港湾局で海外の港湾整備に係る支援の

展開などを、国際戦略としても実施していると思いますが、ＯＤＡを通して社会資本とし

て施設を整備する、また物流のシステムの国際展開、日本の物流インフラの優れた点、ノ

ウハウを提供する、あるいは、わが国のプレゼンスとしても物流システムの総合力をパッ

ケージとして考えていったときに、具体的な連携の施策と言おうか各局のハードの部分と

ソフトな戦略との連携であるとか、一緒にやっていくようなスキームのようなものは今後、

検討されていくという点はいかがお考えでしょうか。 

【勝山国際物流課長】  具体的なシステム、岡田先生ご期待のようなシステムがあるか

どうか私は発言しようがないかもしれませんけれども、物流政策といえば２年前にまとめ

た物流施策大綱でのハード・ソフト両面から連携してやっていこうという思想が流れてい

ると理解してございます。まさに、あそこは他省庁も含めてすべてのあらゆる関係者が関

与していこうという方向性を一にしたものだと思っております。特にその中で、私ども国

際物流課のほうで担当しているのは、ハード・ソフトあるうちのどちらかというとソフト

面でも、物流インフラシステムという形で支援していこうという形でございますので、全

体像の中でやっているつもりでございます。 

【根本委員長】  どうぞ。 

【小林委員】  難しいことなのですが、中国の「一帯一路」政策というのか、そういう

ものに匹敵するような日本の政策というのか、そういうビジョンができたら本当にいいで

すね。時間がかかるかもしれないけれども、勉強していかなくてはいけない。中国の一帯

一路政策と補完的関係にあってもいい。日本は一体何をしようとしているのかというのが

見えるような形で。これは我々も責任があると思うのですけれども、勉強をしないといけ

ないと思う。 

【根本委員長】  わかりやすく訴えるイメージが何か欲しいですね。 

【小林委員】  欲しいですね。 

【根本委員長】  ありがとうございます。 

【岡田委員】  その件に関してですが、例えば、韓国がウズベキスタンでナボイ空港を
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物流拠点にしようしています。このような話ではないかとは思うのですが、なかなか現実

的には非常に難しいかとは思いますけれども、アジア戦略としての方向性など、多少、何

かイメージがあってもいいかなと私も感じます。以上です。 

【根本委員長】  ありがとうございます。大体、よろしいですかね。たくさんご質問い

ただき、大変ありがとうございました。また本日、非常に興味深いプレゼンテーションを

ありがとうございました。それでは、本日の議事はこれにて終了ということで、あとは事

務局にマイクをお渡ししたいと思います。よろしくお願いします。 

【谷口物流政策課企画官】  根本委員長、ありがとうございました。事務局から３点、

連絡事項がございます。まず、本日の合同会議の議事録につきましては、後日、各委員の

皆様に送付させていただき、ご了解をいただいた上で公開をする予定でございます。また、

本日の会議資料はそのまま置いていただければ、追って郵送させていただきます。 

 それから、次回の実証委員会の日程でございますけれども、１０月１３日火曜日の１２

時３０分から１４時３０分までで予定しておりますので、よろしくお願いいたします。場

所等につきましては、また確定次第ご連絡させていただきます。 

 以上をもちまして、本日の小委員会は全て終了になります。本日は誠にありがとうござ

いました。 

 

―― 了 ―― 


